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有価証券報告書の訂正報告書

  第１２２期



      第122期 （自 平成17年４月１日  至 平成18年３月31日）

有価証券報告書の訂正報告書
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【表紙】  

【提出書類】 有価証券報告書の訂正報告書 

【根拠条文】 証券取引法第24条の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成18年12月21日 

【事業年度】 第122期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

【会社名】 株式会社七十七銀行 

【英訳名】 The 77 Bank，Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役頭取  鎌 田  宏 

【本店の所在の場所】 仙台市青葉区中央三丁目３番20号 

【電話番号】 仙台(022)267局1111(大代表) 

【事務連絡者氏名】 総合企画部長  田 村 秀 春 

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区銀座四丁目14番11号  

株式会社七十七銀行東京事務所 

【電話番号】 東京(03)3542局8671(代表) 

【事務連絡者氏名】 東京事務所長  駒 場  悟 

【縦覧に供する場所】 株式会社七十七銀行平支店 

  (福島県いわき市平字三町目14番地) 

 株式会社七十七銀行東京支店 

  (東京都中央区銀座四丁目14番11号) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 証券会員制法人札幌証券取引所 

  (札幌市中央区南一条西五丁目14番地の１) 
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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 
 

平成18年6月29日に提出いたしました第122期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)有価

証券報告書の記載事項の一部に訂正を要する箇所がありましたので、当該有価証券報告書の訂正報告

書を提出するものであります。 

 

２ 【訂正事項】 

第一部  企業情報 

 第５  経理の状況 

  １  連結財務諸表等 

    (1) 連結財務諸表 

      注記事項 

       (リース取引関係) 

 

   ２  財務諸表等 

    (1) 財務諸表 

     注記事項 

      (リース取引関係) 

 

３ 【訂正箇所】 

  訂正箇所は＿＿を付して表示しております。 

 

第一部 【企業情報】 

 第５ 【経理の状況】 

  １ 【連結財務諸表等】 

(1)【連結財務諸表】 

     注記事項 

       (リース取引関係) 
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（訂正前) 

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(借手側) 

・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び年度末残高相当額 

 取得価額相当額 

動産 15百万円

その他 ―百万円

合計 15百万円
 

(借手側) 

・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び年度末残高相当額 

 取得価額相当額 

動産 4,321百万円

その他 ―百万円

合計 4,321百万円
 

 減価償却累計額相当額 

動産 12百万円

その他 ―百万円

合計 12百万円
 

 減価償却累計額相当額 

動産 15百万円

その他 ―百万円

合計 15百万円
 

 減損損失累計額相当額 

動産 ―百万円

その他 ―百万円

合計 ―百万円
 

 年度末残高相当額 

動産 3百万円

その他 ―百万円

合計 3百万円
 

 年度末残高相当額 

動産 4,306百万円

その他 ―百万円

合計 4,306百万円
 

  

・未経過リース料年度末残高相当額 

１年内 3百万円

１年超 0百万円

合計 3百万円
 

・未経過リース料年度末残高相当額 

１年内 816百万円

１年超 4,082百万円

合計 4,898百万円
 

  

 ・リース資産減損勘定年度末残高   ―百万円  

  

・支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5百万円

支払利息相当額 0百万円
 

・支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 3百万円

リース資産減損勘定の取崩額 ―百万円

減価償却費相当額 3百万円

支払利息相当額 0百万円

減損損失 ―百万円
 

  

・減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 

・減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 

・利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各連結会計年度への配分方

法については、利息法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各連結会計年度への配分方

法については、利息法によっております。 
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（訂正後) 

 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(借手側) 

・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び年度末残高相当額 

 取得価額相当額 

動産 15百万円

その他 ―百万円

合計 15百万円
 

(借手側) 

・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び年度末残高相当額 

 取得価額相当額 

動産 5,265百万円

その他 222百万円

合計 5,488百万円
 

 減価償却累計額相当額 

動産 12百万円

その他 ―百万円

合計 12百万円
 

 減価償却累計額相当額 

動産 135百万円

その他 31百万円

合計 167百万円
 

 減損損失累計額相当額 

動産 ―百万円

その他 ―百万円

合計 ―百万円
 

 年度末残高相当額 

動産 3百万円

その他 ―百万円

合計 3百万円
 

 年度末残高相当額 

動産 5,130百万円

その他 190百万円

合計 5,321百万円
 

  

・未経過リース料年度末残高相当額 

１年内 3百万円

１年超 0百万円

合計 3百万円
 

・未経過リース料年度末残高相当額 

１年内 884百万円

１年超 4,439百万円

合計 5,323百万円
 

  

 ・リース資産減損勘定年度末残高   ―百万円  

  

・支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5百万円

支払利息相当額 0百万円
 

・支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 158百万円

リース資産減損勘定の取崩額 ―百万円

減価償却費相当額 155百万円

支払利息相当額 5百万円

減損損失 ―百万円
 

  

・減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 

・減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 

・利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各連結会計年度への配分方

法については、利息法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各連結会計年度への配分方

法については、利息法によっております。 
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２  【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

    注記事項 

    (リース取引関係) 

 

(訂正前） 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 
  
・未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,141百万円

１年超 2,150百万円

合計 3,291百万円
 

・未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,718百万円

１年超 5,683百万円

合計 7,401百万円
  

  
  

 

 

(訂正後） 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 
  
・未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,141百万円

１年超 2,150百万円

合計 3,291百万円
 

・未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,555百万円

１年超 5,253百万円

合計 6,809百万円
  

  
  
 


